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１．は じ め に
　バーゼル銀行監督委員会（Basel Committee on Banking Supervision (BCBS)）
は，銀行会計及び監査に関する多くの文書を公表している。BCBSはまた，
1997年９月以来から３回にわたって『実効的な銀行監督のためのコアとな
る諸原則』も公表しており，その中では，会計・監査に関する諸原則を提
示している。
　他方，BCBSは，金融商品の会計基準設定に関し，国際会計基準審議会
（International Accounting Standards Board  (IASB））及び米国財務会計基準審議
会（Financial Accounting Standards Board  (FASB））にコメント・レターを送
っている。本稿では，BCBSの銀行会計・監査に対するスタンスについて，
それらの文書を，銀行監督のためのコアとなる原則，貸出金の減損，会計
基準選定主体に対するコメント・レター及び監査に分けて考察する。
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２．実効的な銀行監督のためのコアとなる諸原則
⑴　1997年版
　1997年９月に公表された『実効的な銀行監督のためのコアとなる諸原
則』1）（BCBS［1997］）は，実効的な銀行監督の基本的な参照物としてバーゼ
ル委員会によって開発されてきた包括的な一組の21のコアとなる諸原則を
提示している。その諸原則は，すべての国の銀行監督に適用されるように
策定されている（Press release）。
　当文書では，まず「実効的な銀行監督のための前提条件」として，「十
分に発達した公共インフラストラクチャーは，もし適切に提供されないな
らば，金融システムの不安定化の大きな一因となる以下の手段をカバーす
る必要がある。」として，その中で，「国際的に受け入れられた，包括的で
かつ明確に定義された会計原則及びルール」を挙げている（para. 2）。
　なお，BCBS［1997］の公表後の各国の実務の多様性に鑑み，1999年10
月に実践規範となるべき『コアとなる諸原則メソドロジー』（BCBS［1999b］）
が公表されている。
　①　貸出金及び減損
　原則８は，「銀行監督当局は，銀行が，資産の質並びに貸倒引当金
（provisions）及び貸倒準備金（reserves）の十分性を評価するための適切な
方針，実務及び手続を確立しそれを遵守していることに納得しなければな
らない。」と規定している。ここでは，「十分性の評価」が注目される。
　この原則に関して，「メソドロジー」の「不可欠な規準」８は，期日が
到来した金額（元本と利息の両方）の全額が，融資契約書の契約条件に従っ
1）　effective banking supervisionは，日本銀行等が用いている「実効的な銀行
監督」の訳を当てているが，effectiveを「有効な」と訳している箇所もあ
る。
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て回収できないと考えられる理由が存在している場合には，貸出金は減損
しているものと取扱われることが要求される。」と述べ，会計処理に踏み
込んでいる。
　②　財務報告及び監査
　原則21は，「銀行監督当局は，当局が銀行の財政状態及び経営成績の真
実かつ公正な概観を得ることができる，首尾一貫した会計方針及び実務に
準拠して得られた適切な記録を銀行が維持していること，並びに銀行の状
況を適正に反映する財務諸表を定期的に公表していることに納得しなけれ
ばならない。」と規定している。
　この原則に関して，「メソドロジー」の「不可欠な規準」９，10は以下
のように述べている。
９．監督当局は，銀行に広く国際的に認められた会計原則及びルールに
基づき，かつ国際的に認められた監査実務及び基準に準拠して監査さ
れた，年次監査済財務諸表を作成することを要求する。
10．監督当局は，銀行の監査人の指名を無効にする権限を有している。
「メソドロジー」の「追加的規準」には，以下が含まれている。
３．監査人は，認可規準の維持ができないこと，銀行業その他の法律違
反のような，極めて重要な事項を監督当局に報告する法的義務があ
る。情報が善意で伝えられた場合，法は監査人を機密保持違反から保
護する。
４．監査人は，上記以外で監督当局の機能にとって極めて重要な可能性
のある事項を監督当局に報告する義務がある。
　③　外部監査人の利用
　原則19は，「銀行監督当局は，オンサイト検査又は外部監査人の利用の
いずれかを通じて監督上の情報の独立した検証の手段を持たなければなら
ない。」と規定しているが，これは主に英国の実務が念頭にあるものと考
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えられる2）。
⑵　2006年版
　2006年10月に『実効的な銀行監督のためのコアとなる諸原則』（BCBS
［2006b］）が公表されたのは，「1997年以来，銀行規制において著しい変化
が生じ，個々の国でのコアとなる諸原則の実践によって経験が積まれ，そ
して新しい規制上の問題，洞察及びギャップが明らかになり，その結果委
員会の新しい公表物がもたらされた。これらの進展によって，コアとなる
諸原則及び付随する評価メソドロジーを更新することが必要になった」た
めである（Press release）。なお，『コアとなる諸原則メソドロジー』（BCBS
［2006c］）が同時に公表されている。
　①　資産査定並びに引当金及び準備金
　原則９は，1997年版を引き継ぎ，「銀行監督当局は，銀行が，問題資産
を管理し，引当金及び準備金の十分性を評価するための適切な方針及びプ
ロセスを確立しそれを遵守していることに納得しなければならない。」と
規定している。この原則に関して，「メソドロジー」の「不可欠な規準」
７，８は以下のように述べ，監督当局の権限を明らかにしている。
７．監督当局は，問題資産のレベルに懸念があると判断する場合には，
銀行に引当金及び準備金のレベル又は／及び全体的な財務上の強固さ
を高めることを要求する権限がある。
８．監督当局は，プルーデンス目的にとって貸出金及び資産の分類が適
切かどうか，引当金計上が十分かどうかを評価しなければならない。
引当金が不十分であると判断された場合，監督当局は，追加的引当金
を要求するか，又はその他の改善策を要求する権限がある。
2）　各国の銀行監督当局による外部監査人の理由に関しては，越智［2008］に
詳しい。
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　注意すべきは，『貸出金に関する健全な信用リスク査定及び評価』（BCBS
［2006b］）で述べるように，銀行の財務諸表上での追加の措置を求めるこ
とを必ずしも意味していないことである。
　②　財務報告及び外部監査
　原則22は，「銀行監督当局は，各銀行が，国際的に広く受け入れられた
会計方針及び実務に準拠して得られた適切な記録を，銀行が維持し，財政
状態及び経営成績を適正に反映する情報を定期的に公表していることに納
得しなければならない。」と規定している。下線部は，国際財務報告基準
（IFRS）が念頭にあるものと考えられる。
　「メソドロジー」の「不可欠な規準」のうち，２及び６は以下のように
述べている。
２．監督当局は，銀行の経営者及び銀行の取締役会に，毎年公表される
財務諸表が適切な外部の検証を受け，かつ外部監査人の意見に耐える
（bear）ことを確保させる権限を持っている。
６．不十分な専門的技能又は独立性を持っていない，又は確立された職
業専門的基準に従っていないと考えられる外部監査人の指名を拒否し
かつ無効にする権限を持っている。
　２の「耐える」は「適正意見を得る」ことであると考えられる。1997版
と比べ，２では「権限を持っている」こと，６では不適格な監査人の要件
が明らかになっている。
　「追加的規準」は，外部監査人との定期的会合，外部監査人の報告義務，
及び外部監査人のローテーションを要求している。
⑶　2012年版
　2012年９月に『実効的な銀行監督のためのコアとなる諸原則』（BCBS
［2012b］）が公表されたのは，金融危機で浮かび上がった，多くの重要な
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リスク管理の弱点及びその他の脆弱性を踏まえ，かつ最近数年間の市場の
混乱の間に出現した重要な傾向及び進展の結果である（Press release）。
2012版は，1997版及び2006版では別に公表されていた「諸原則」と「メソ
ドロジー」とを一組の文書にした。
　会計・監査の観点からは，現行のコア原則を拡張し，より高められた公
的開示及び透明性並びに強化された財務報告及び外部監査にそれぞれ割り
当てられた２つの新しい原則にしたことが注目される。
　①　貸出金及び貸倒引当金会計
　原則18は，「監督当局は，銀行が問題資産の早期識別及び管理，並びに
十分な引当金及び積立金の維持のための方針及びプロセスを持っていると
判断する。」と規定している。2006年版に比べ，静態的なシステムに重点
を置き，運用面については「メソドロジー」に譲っている。積立金につい
て，「本原則の目的にとって，積立金は，引当金（当期純利益より上の，つ
まり，利益に負荷される）に追加して監督当局によって要求される，当期純
利益より下の分配不能処分済み利益を言う。」とされる（脚注67）。
　この原則に関して，「不可欠な規準」７は，「監督当局は，プルーデンス
目的にとって，資産の分類が適切であるかどうか，及び引当金が十分かど
うかを評価する。プルーデンス目的にとって，資産の分類が不適切である
又は引当金が不十分であると思われる場合（例えば，監督当局が資産の質の
現在の若しくは予想される悪化に懸念があると考える，又は引当金が発生すると予
想される損失の全額を反映していない場合）には，監督当局は，銀行に対して，
その分類を修正し，引当金，積立金又は資本の金額を増加させ，そして必
要な場合には，その他の是正措置を課す権限を持つ。」と述べ，2006年版
における「引当金の十分性に納得しなければならない」との表現より踏み
込んだ規定になっている。これは，自己資本比率規制の観点からの規定で
ある。
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　②　財務報告及び外部監査
　原則27は，「監督当局は，銀行及び銀行グループが，国際的に広く受け
入れられた会計の方針及び実務に準拠して，適切かつ信頼性のある記録を
維持し，財務諸表を作成し，財政状態及び経営成績を適切に反映し，かつ
独立の外部監査人の監査意見を得た情報を毎年公表していると判断する。
監督当局はまた，銀行及び銀行グループの親会社が適切なコーポレート・
ガバナンスを持ち，外部監査の機能を監視していると判断する。」と規定
している。
　この原則に関する「不可欠な規準」は，2006年版「メソドロジー」中の
「不可欠な規準」の財務諸表監査，監査人の指名の拒否等を受け継ぎ，追
加的規準の外部監査人との定期的会合，外部監査人の報告義務及び外部監
査人のローテーションの要求を「不可欠な規準」に格上げしている。な
お，財務諸表監査については，「財務諸表が国際的に受けられた監査実務
及び基準に準拠して実施された監査の結果としての」監査であることが明
らかにされている。「追加的規準」として，外部監査人の監査調書へのア
クセス権限はそのままである。
３．貸出金の減損
⑴　貸出金の会計及び開示に関する健全な実務
　1999年７月に公表された『貸出金の会計及び開示に関する健全な実務』
（BCBS［1999a］）は，貸出金の認識及び測定，貸倒引当金の設定，信用リ
スクの開示並びに関連する事項に関して銀行及び銀行監督当局に対して指
針を提供し，銀行にとっての健全な貸出金の会計及び開示の実務について
述べている。
　貸出金の会計及び開示に関する監督当局の４つの主な関心事は，（a）引
当金決定のための金融機関のプロセスの十分性，（b）引当金合計の十分性，
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（c）個別引当金又は償却による識別された損失の適時な認識及び（d）適
時かつ正確な信用リスクの開示であるとされ，そのための「健全な実務の
リスト」として，24個の指針がカテゴリー別に示されている。ここでは，
重要と考えられる指針を取り上げる。
　①　健全な会計の基礎
　原則３は，「会計方針及び手続の選択及び適用は，基本となる会計概念
に準拠しなければならない。」と規定している。これに関して，国際会計
基準（IAS）１『財務諸表の表示（1997年改訂）』，国際会計基準委員会
（IASC）「財務諸表の表示及び開示のための枠組み』（IASC［1989］），カナダ，
英国及び米国のフレームワークが並列で示されている。
　②　減　　　損
　原則７は，貸出金契約の条件に従って期限の到来した金額の全部は回収
できない，又は回収するという合理的な確証がもはやないことが確実であ
るときは，減損を識別し認識すること，原則８は，減損した貸出金を見積
られた回収可能金額で測定することを要求している。
　③　引当金全体の十分性
　原則９は，「個別引当金及び一般引当金の合計は，貸出金ポートフォリ
オに伴う見積られた信用損失を吸収するために十分でなければならない。」
と規定し，銀行監督当局にとっては，引当金の適切性ではなく，十分性が
重要であることが示されている。
　④　利益の認識
　原則10は，実効金利法を用いた発生主義に基づく受取利息の認識を要求
する一方で，原則11は，減損した貸出金については，利息の見越し計上の
停止を要求している。
　⑤　公 的 開 示
　紙幅の関係から，以下複数の指針をまとめて示す。銀行は，貸出金に関
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する会計方針等，個別引当金及び一般引当金決定のための会計方針等，信
用リスク管理，貸出金の借手別，地域別金額，信用集中度，リコース契
約，減損した貸出金及び期日経過貸出金（借手別，地域別），貸倒引当金調
整表，利息不計上貸出金，並びに再構成された問題貸出金の開示が要求さ
れている。
　⑥　監督当局の役割
　原則26は，「銀行監督当局は，引当金を計算するために銀行によって採
用された方法が，適切な方針及び手続に従って，適時に，合理的かつ適切
に慎重な測定結果を生み出すことに納得しなければならない。」と規定し
ている。下線部は，BCBS［1999］と一貫した表現である。
　当文書には，「1998年10月の G7財務相・中央銀行総裁会議の要請に従っ
て，バーゼル委員会は，銀行監督の観点から，IASCにより公表された国
際会計基準の検証を行っている。この点に関する有名な基準は，IAS39
『金融商品：認識及び測定』（1998年）である。この検証はいまだ進行中で
あるため，バーゼル委員会は，例えば，監督目的のために，いまだ銀行に
とって国際会計基準一式を用いることを承認する立場にはない。」との記
述があるが，減損については，IAS39と同様「発生損失モデル」 3）の考え方
が示されており，利益の認識に関しても，IAS39と重要な祖語はない。
3）　現在，IAS39は，金融資産の減損を「発生損失モデル」を用いて認識する。
発生損失モデルは，すべての貸出金は反証（「損失又はトリガー事象」とし
て知られる。）が識別されるまで回収されると仮定される。その時点ではじ
めて減損した貸出金（又は貸出金ポートフォリオ）はより低い金額に評価を
切り下げられる。これに対して「予想損失モデル」を適用することによっ
て，予想損失は，損失事象が識別された直後ではなく，貸出金又は償却原価
で測定されるその他の金融資産の全期間の最初から最後まで認識される。予
想損失モデルの下では，損失は発生損失モデルより早く認識される。なお，
「モデル」は「アプローチ」に置き換えられることもある。
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⑵　国際会計基準に関する G7財務相・中央銀行総裁会議への報告書
　2000年４月に公表された『国際会計基準に関する G7財務相・中央銀行
総裁会議への報告書』（BCBS［2000］）は，IASCの会計基準の検討に基づ
いた BCBSの発見事項及び結論を提示している。この検証は，G7財務相
の要請によって実施された。
　銀行監督当局の見地からは，タスクフォースが実施した検証の文脈では
７つの IASC基準には重大な懸念は認められなかったとされるが，IAS30
『銀行及び類似の金融機関の財務諸表の開示』（1990年）及び IAS39につい
て，以下の指摘がある。
　①　IAS30
　IAS30に関して識別された懸念は，主として，発効した1991年以来，リ
スクにさらされている程度及びリスク管理方針の開示の観点から現在のベ
スト・プラックティスを包含するように更新されていないことである
（para. 26）4）。
　②　IAS39
　IAS39─1999年の前半に公表され，2001年１月から適用される─に関し
ては，現行の IAS及びほとんどの国の国内基準の両方と比較して，金融
商品について公正価値の利用が著しく増加していること，並びにデリバテ
ィブがトレーディング目的で保有されるかヘッジ目的で保有されるかを問
わず，公正価値で会計処理されることから，ヘッジされている金融リスク
に関する銀行の会計処理へ大きな影響を与えることを指摘している（para. 
28）。しかし，貸出金等の減損については特に指摘はない。
　③　自己資本比率計算のための調整
　当文書は，自己資本比率を計算する際に財務諸表に対する調整を要求す
4）　1998年12月に IAS39によって改正（2001年１月１日発効）されたが，それ
については評価されていない。
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ることがある項目として，（a）繰延税金資産，（b）のれんを含む，無形資
産，（c）貸倒引当金，（d）劣後債務並びに（e）銀行及び金融機関によって
保有されている株式を挙げ，「一般的にこれらの調整の目的は，銀行の自
己資本の状態の保守的測定に到達し，かつ自己資本の計算において，持分
には反映されていないが，資本に類似した効力を発揮するポジションを含
めることである。監督当局は，自己資本比率の目的のために財務諸表に調
整を加える権限を持っているが，可能であれば，そのような調整は限定さ
れることが一般に望ましい。」との見解を示している（paras. 24, 25）。これ
は，BCBSの銀行会計に対するスタンスを表している。
⑶　健全な信用リスク評価及び貸出金の評価
　2006年６月に公表された『健全な信用リスク評価及び貸出金の評価』
（BCBS［2006a］）は，委員会が1999年７月に公表した『貸出金の会計及び
開示に関する健全な実務』（BCBS［1999a］）に代わるものである（Press 
release）。
　①　原　　　則
　２つのカテゴリーに分けられる10原則によって構成されているが，重要
と考えられるものを取り上げ，強調部分を下線で示している。
　（a）　健全な信用リスク評価及び貸出金の評価に関する監督上の期待
　原則５は「銀行の個別に及び集合的に評価された貸倒引当金は，貸出金
ポートフォリオの見積り信用損失を吸収するのに十分でなければならな
い。」，原則７は「銀行の貸出金に関する信用リスクの評価プロセスは，信
用リスクを評価し，貸出金の減損を会計処理し，そして規制上の自己資本
の要求事項を決定するために用いる必要なツール，手続，及び観察可能な
データを，銀行に提供しなければならない。」と規定している。すなわち，
貸倒引当金の十分性を要求する一方で，観察可能なデータの裏付けの必要
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性を述べている。
（b）　貸出金に関する信用リスクの評価，内部統制及び自己資本比率に
関する監督当局の評価
　原則９は，「銀行監督当局は，貸倒引当金を計算するために銀行によっ
て採用された方法が，適時に認識される貸出金ポートフォリオの見積り信
用損失の合理的かつ慎重な測定をもたらすことに納得しなければならな
い。」と規定している。
　②　会計処理との関係
　本文書は，銀行及び監督当局に，適用される会計の枠組みを問わず，貸
出金に関する健全な信用リスク評価並びに評価の方針及び手続について指
針を提供することを意図している。そのため，本文書の原則は，貸出金の
減損に適用される IFRSで述べられている原則と整合性を持つことを意図
している（para. 1）。
　したがって，本文書は会計基準設定主体によって確立される会計上の要
求事項の範囲を超えて貸倒引当金に関する追加的会計上の要求事項を示す
ことを意図していないが，会計の枠組みと規制上の自己資本の枠組みとの
間での貸出金の損失の測定におけるいくつかの相違を論じている（para. 
3）。
　③　会計基準とバーゼルⅡとの共通点
　本文書の中で用いられている「会計の枠組み」は IAS及び米国会計基
準を指しているものと考えられる。貸出金の減損に関しては，ともに「発
生損失アプローチ」を採用しており，実質的な差異はない。そこで，以下
では便宜上 IAS39（2003年）と比較する。
・ 類似の信用リスクの特徴を持った貸出金のグループを集合的に査定する
際，現在の傾向及び状況について調整された過去のデータの使用を要求
している。
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・ 倒産確率，倒産時損失率及び引当金計上額を査定する際に熟練した信用
に関する判断を用いることを規定している。
・個別評価と集合的評価
─個別に査定された貸出金について減損していないと銀行が判断した場
合には，その貸出金を類似の信用リスクの特徴を持った貸出金グルー
プに含め，減損がないかどうか貸出金のグループを集合的に評価しな
ければならない。
─減損がないかどうか個別に査定されなかったすべての貸出金もまた，
減損がないかどうか，類似の信用リスクの特徴を持った貸出金グルー
プに含まれなければならない。この集合的な査定は，個別の貸出金に
関する減損損失の識別までの，中間段階である。
　④　会計基準とバーゼルⅡとの相違点
　共通点と同様，IAS39（2003年）と比較する。
・ 信用リスクの査定のために，予想信用損失の測定において用いられる観
察可能なデータは，会計目的で用いられる観察可能なデータとは異な
る。
─発生損失アプローチを適用する会計の枠組みは，貸倒損失を認識する
ために，資産の最初の認識後発生する事象の証拠を提供する観察可能
なデータを必要とする。
─バーゼルⅡに従った信用リスク査定及び自己資本比率の二つの目的を
含め，プルーデンス目的では，予想損失の計算は，貸倒損失の会計上
の認識のために必要な同じ観察可能なデータを必要としないかもしれ
ない（para. 35）。
・より低い質の信用格付けへの遷移を必要とするか否か。
─プルーデンス目的のためには，すべての信用リスクの格付けについて
貸倒損失を測定する。このアプローチは，より低い質の信用リスク格
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付けへの遷移を必要としない。
─外部又は内部格付けの悪化は，会計上の損失の認識のために考慮する
必要がある（pra. 36）。
・損失を測定するために用いる対象期間の相違
─バーゼルⅡの下では，１年の対象期間にわたる予想損失が，規制上の
自己資本比率目的のために識別される。
─会計の枠組みは，貸倒引当金の測定において発生しているが未だ識別
されていない損失が考慮されることを認めているが，そのような測定
は，１年の対象期間とは結びつかない（para. 37）。
　このような相違点があるが，「バーゼルⅡは，自己資本の査定目的で別
の貸倒引当金の創出を生じさせることはないことに注意すべきである。そ
うではなく，バーゼルⅡは，会計上の貸倒引当金とバーゼルⅡが要求する
１年の対象期間にわたる予想損失との相違について規制上の自己資本から
控除又は追加する」こと（para. 39）に注目すべきである。
⑷　IAS39の改訂のための指針となる原則
　2009年８月に公表された『IAS39の改訂のための指針となる原則』（BCBS
［2009］）は，まず「有用性及び目的適合性」と題して，「金融商品のため
の新しい二つのカテゴリー・アプローチは，特に，信用仲介機能に関わる
金融機関にとって，損益を通じて公正価値会計の拡張をもたらしてはなら
ない。例えば，貸出金などの貸出活動金融商品は公正価値カテゴリーとな
ってはならない。」と述べている（para. 1）。
　①　金融危機から学んだ教訓
　新しい基準は以下でなければならない。
⒜　強固な引当金を確実にするために，貸倒損失の早期認識の必要性を
反映する。
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⒝　市場が混乱したか又は流動性がなくなった時には公正価値は有効で
はないことを認識する。
⒞　償却原価カテゴリーから公正価値への再区分を許容する。これは，
明らかにビジネス・モデルの変更をもたらす事象の発生後のまれな状
況においては許容されるべきである。
⒟　世界各国で平等な競争機会を促進する（para. 4）。
　②　引当金設定及び減損に関連する原則
　貸倒引当金設定は，ポートフォリオの期間にわたる銀行の貸出金ポート
フォリオに存在する予想貸倒損失を反映する強固で健全な方法に基づくべ
きである。引当金は貸出金合計とは別に表示されるべきである。引当金設
定のための会計モデルは，発生損失モデルに現在含まれるものよりも広範
囲の入手可能な信用情報を組み込むことによって損失の早期識別及び認識
を許容すべきであり，貸倒損失の早期認識をもたらすべきである。この原
則の目的上，予想貸倒損失は，全景気循環にわたる損失実績を考慮した，
貸出金の期間にわたる貸出金ポートフォリオに関する予想損失である
（para. 12）5）。
　次に，IAS39の改訂後の基準について以下の要求事項を示している。
⒜　引当金計上アプローチは，経済的指標，貸出基準及び回収実務の変
更等の情報を用いるが，職業専門家の判断の行使も許容すべきであ
る。
⒝　類似のリスク特性を持つ貸出金グループについての引当金を許容す
べきである。
⒞　可能な場合には，銀行の内部リスク管理及び自己資本比率計算シス
テムの関連する情報を利用するアプローチを利用すべきである。
5）　原文に疑義があるため，意訳している。
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⒟　貸出金ポートフォリオのための銀行の内部信用格付けの全範囲にわ
たる貸倒損失をに対処する引当金設定を促すべきである。
⒠　償却原価を用いて測定されるすべての金融商品に対して同じ減損ア
プローチを適用すべきである。
　償却原価及び減損に関する IAS39の改訂は進行中である。
４．IASB及び FASBの金融商品の減損会計基準公開草案等に
　関するコメント
　以下では，IASB及び FASBの金融商品の減損に関する会計基準公開草
案並びに審議経過及びその方向性に関する BCBSのコメントを概観し，
BCBSの減損会計に対する最近のスタンスを考察する。
⑴　IASB公開草案『金融商品：償却原価及び減損』
　2010年６月，BCBSは IASB公開草案『金融商品：償却原価及び減損』
（IASB［2009］）に対するコメント（BCBS［2010a］）を提出した。
　コメントでは，「公開草案（ED）で提案された予想損失（EL）アプロー
チは，残高が常に償却原価で測定される金融商品のポートフォリオの予想
貸倒損失に備えるために必ずしも十分ではない貸倒引当金をもたらすかも
しれない。さらに，予想キャッシュ・フローの見積りの変更に対応して
EDが要求する貸倒引当金に対する修正は，景気循環増幅的となり得る。
それは，発生損失引当金設定モデルから EL引当金設定モデルへの移行の
意図に反する。」と述べ，貸倒引当金の十分性及び景気循環増幅性につい
て懸念を表明した。
　他方で，統合された計算に関するシステム負荷を減らすために，EDが
提案した実効金利（EIR）の計算が貸倒損失なしで実効金利を見積り，損
益計算書中で予想損失を独立して配分するよう EIRの計算を分離するこ
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とを支持している。
⑵　FASB会計基準更新書案『金融商品の会計処理並びにデリバティブ
金融商品及びヘッジ活動の会計処理（Topic 815）の改訂』
　2010年９月，BCBSは，FASB会計基準更新書案『金融商品の会計処理
並びにデリバティブ金融商品及びヘッジ活動の会計処理（Topic 815）の改
訂』（FASB［2010］）に対してコメント（BCBS［2010b］）を提出した。
　①　貸出金の公正価値評価
　BCBSは，貸出金について公正価値の適用に反対した。それは，第一に，
貸出金の公正価値測定は，測定の不確実性があり，かつ，それらには通常
市場が欠如しているため，公正価値測定は信頼性がなく主観的なものであ
り，第二に，公正価値測定は，重大な金融の安定の問題を生起させるから
である。
　②　減　　　損
　BCBSは，事業体が，金融資産の残存期間を構成する将来年度に回収す
ると予想するキャッシュ・フローを見積る際に，過去の状況及び現在の事
象のみ考慮し，将来の事象や経済状況を予測することは認めないことは，
銀行の貸借対照表上不十分な引当金が認識される結果となり得るため，反
対した。
　さらに，「予想損失アプローチが，プルーデンス規制当局を含め，利用
者にとって意思決定有用性及び財務報告の目的適合性を向上させるため，
それを強く支持する。」と述べ，IASBと FASBが高品質のコンバージェン
スされた減損会計基準を達成するために協働することを強く促した。
⑶　IASB補足文書『金融商品：減損』
　BCBSは，2011年４月に提出した IASB補足文書『金融商品：減損』
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（IASB［2011］）に対するコメント（BCBS［2011a］）において，「現在提案さ
れている公開草案（ED）が，金融資産に伴う信用損失の遅延した認識（す
なわち，『小さすぎ，遅すぎる』問題）である，IFRSの下での現行の減損モデ
ルに関して特定されてきた，重要な弱点への対処に向けて一歩進んでいる
と考えている。」と述べ，賛意を表明した。
　コメントは，EDの提案する「正常資産」と「不良資産」の区分は明確
であると認めつつ，「『正常資産』と『不良資産』の引当金合計が全体とし
て，償却原価で報告されるすべての金融資産に関する信用損失を吸収する
のに十分でなければならない。」として，引当金の十分性を強調した。
⑷　金融商品：減損（３バケット・アプローチ）
　2011年７月に出されたコメント（BCBS［2011b］）は，IASB・FASBの両
審議会の方向性に対するものである。コメントは，「両審議会によるスタ
ッフに対する金融資産を３バケットに分類するためのアプローチ及び規準
並びにバケット１の測定に関するアプローチ及び規準を入念に作り上げる
ようにとの全般的な指示に同意する。」と述べ，３バケット・アプロー
チ6）を支持する一方で，以下の点について念を押している。
　「我々は，この洗練されたアプローチの下で開発される予想損失モデル
は，ⅰ 貸出金の分類及びバケット間の移動のための原則は強固で，バケ
ット１からバケット２（又は直接バケット３）への移動は適時な方法で起き
ることを保証すること，及びⅱ バケット１の金融資産のための引当金レ
ベルは十分であり，かつ予想損失アプローチと整合性のある，合理的な方
法で測定されることを確実にすることによって，発生損失モデルについて
識別された『小さすぎ，遅すぎる』問題に対処しなければならないと強く
6）　この時点での３バケット・アプローチの審議については，児嶋（［2012］）
を参照。
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考えている。
　この改訂された減損モデルの主たる目的は，バケット１からバケット２
（又はバケット１から直接バケット３）への移動の困難さを最小限にすること
でなければならない。」
⑸　IASB・FASBへの意見
　2012年12月に IASBと FASBのそれぞれの議長に宛てた書簡（［2012c］）
は，同年７月以降 FASBが減損会計基準の共同開発を止め，独自の会計基
準を開発し，12月に会計基準更新書案『金融商品：信用損失（Subtopic 
825-15）』（FASB［2012］）を公表したことに対するものである。
　書簡は，「我々は，現行の発生損失信用減損モデルを置き換えるための
IASBと FASB（「両審議会」と呼ぶ。）の相当な努力を認めている。しかし，
我々は，IASBのモデルとは異なる減損モデルを追及するとの FASBの最
近の決定に鑑みて，両審議会がコンバージェンスに到達しないかもしれな
いことに懸念を抱いている。」と述べており，改めて両審議会に対し減損
会計の包括的原則を提示した。
　その原則は，範囲として，「新基準は，償却原価で測定される金融資産
及びその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産に対して同
じ減損アプローチを提供すべきである。」とする。
　新基準の目的に関して要約すると，第一に，減損の認識及び測定は，報
告日現在に銀行が保有するポートフォリオの残存期間にわたる予想信用損
失を反映する健全な技法に基づくべきであること，第二に，予想信用損失
の早期の識別及び認識を確実にするために新しい減損アプローチは発生損
失アプローチよりも広範囲の入手可能な情報を組み込むべきであり，かつ
損失実績は完全な経済循環を通じて考慮されるべきであること，第三に，
十分なレベルの引当金を確保することである。
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　書簡は，包括的原則は，金融機関にとって実行可能であり，かつ監査人
にとって検証が容易であることを要求している。
⑹　IASB公開草案『金融商品：予想信用損失』
　2013年６月，BCBSは，IASB公開草案（ED）『金融商品：予想信用損失』
（IASB［2013］） 7）に対してコメント（BCBS［2013］）を提出した。
　①　コンバージェンス
　コンバージェンスに対する BCBSのスタンスは，従来と同じく「金融
商品に関する会計基準の国際的コンバージェンスは，統合されたグローバ
ル金融市場において取引を行う銀行にとって比較可能な財務報告を達成す
るために根本となる。」というものである。そのことから，７月以降の
IASBと FASBとの信用損失に関する合同審議の間に，財務報告を改善す
る高品質のコンバージェンスされた基準を実現させるよう強く促してい
る。
　②　段階１の予想信用損失の測定
　EDでは，段階１は，予想信用損失の測定が今後12か月間の「倒産確率」
の見積りを必要とする金融商品から構成される。BCBSは，以下を勧告し
ている。
・「倒産確率」という用語を「信用リスクの著しい増大の確率」という
用語に置き換える。これによって，段階１の計算は，支払い不履行と
結びつくだけでなく，最終的に不払いを引き起こす損失予想の指標を
把握することが可能になる。
・12か月の対象期間をより長い対象期間に変えることを検討する。
・段階１において，金融機関特有の要素に加え，マクロ経済的及びその
7）　概要については，児嶋（［2012］）を参照。
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他の環境要素も適切に用いることを強調する。
　③　信用リスクの著しい増大に基づく移動規準
　EDでは，当初認識以後「信用リスク」が著しく増大したときに段階２
及び段階３への移動が発生する。BCBSは，「著しい」増大は借り手の不
履行又は信用の悪化の発見に関連する類似の借り手特有の要素を待つより
も早いことを明確にするよう勧告している。
５．監　　　査
⑴　銀行監督当局と外部監査人との関係
　1989年７月に公表された『銀行監督当局と外部監査人との関係』（IAPC
［1989］）は，国際会計士連盟（IFAC）・国際監査実務委員会（IAPC）と共同
して作成されたものであり，その公表は，BCBSと IAPCによって承認さ
れている。以下では，本文書における主要な論点を取り上げる。
　①　銀行の外部監査人の役割
　外部監査人による銀行監査の主たる目的は，監査人が，銀行の公表され
る財務諸表が，それらが作成された期間について銀行の財政状態及び経営
成績の「真実かつ公正な概観」を与えている（又は適正に表示している）か
どうかについて意見を表明することを可能にすることである。監査人の意
見は財務諸表の信頼性を確立するのに役立つ（4.1）。
　②　銀行監督当局の役割
　監督当局の慣習的役割，及び多くの場合法律に書かれている慣習的役割
は，銀行の預金者の利益を保護することである（3.1）。そのプルーデンス
監督の主たる柱は，自己資本比率である（3.4）。
　銀行は，様々なリスクにさらされているが，これらのうち最も重要なも
のは，過去の損失の経験から，信用リスク─借手が期日にその貸付金を返
済できないリスクである（3.5）。したがって，例えば，不良債権及び懸念
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債権に関して十分な引当てがなされることを監督当局が確信していること
が不可欠である（3.6）。
　資産の正確で慎重な評価は，監督当局にとって非常に重要である。なぜ
ならば，自己資本の金額に影響し，自己資本は監督上の規準として幅広く
用いられているからである（3.7）。
　③　銀行監督当局と外部監査人との関係
　監督当局は，預金者の利益を保護するために銀行の安定性に主に関心が
ある。したがって，監督当局は，銀行の現在及び将来の生存能力を監視
し，その状況及び実績を評価する際に役立たせるために財務諸表を利用す
る。他方，監査人は，通常銀行の財政状態及び経営成績に対する報告に主
に関心がある。その際に，監査人はまた，財務諸表が作成される基礎とな
る継続企業の前提を裏付けるために銀行の継続する生存能力（通常，貸借
対照表日から１年を超えない期間）も検討する（5.1）。
　監査人から提出されるマネジメント・レターや長文式報告書を監督当局
にとって利用可能にすることは，多くの国での実務である（5.3）。同様に，
外部監査人は，銀行監督当局に由来する情報から役立つ洞察を得ることが
ある。（5.4）。
　その他，特別な監督上の職務において監査人が助けとなる要請の可能性
を述べている（6.1）。すでに述べたとおり，これは英国の実務が念頭にあ
るものと思われる。
　④　監督当局と監査プロフェッションとの継続的対話の必要性
　監督当局は，外部監査人の作業から継続的に利益を得ようとするなら
ば，会計プロフェッション全体と現在の監督上の関心領域について定期的
協議を行う必要がある。その討議は洗練された判断をする際に監査人にと
って相当役立つ（8.1）。
　監督当局と職業会計士団体との間の討議もまた，新たに開発された金融
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商品，そして金融の進化や証券化という他の側面に関する適切な会計処理
方法のような，重要な監査上の問題や時局的な会計上の問題に及ぶのが有
益である（8.2）。
　監督当局も会計プロフェッションも，銀行の適切な会計方針の適用にお
ける銀行間の均一性があることを確実にすることに関心がある。したがっ
て，銀行監督当局と会計プロフェッションとの継続的対話は，国レベルで
の銀行のための会計基準の調和化に著しく貢献する（8.3）。
　ある企業に対する貸出金の査定及び貸倒引当金等の会計処理に関して，
会計プロフェッションは，被監査銀行以外の銀行の査定及び会計処理につ
いては知る立場にはない。また，同じ企業に対する貸出金の査定及び会計
処理は，銀行の融資方針，回収活動等によって異なるのは当然であるとの
考え方もあるが，本文書はその考え方とは正反対の立場である。
⑵　国際的商業銀行の監査
　『国際的商業銀行の監査』（IAPC［1990］）は，1990年２月に国際会計士連
盟（International Federation of Accounts (IFAC)）・国際監査実務委員会（IAPC）
から公表されたものであるが，BCBSとの協議を経たものである。⑴と同
様に BCBSのWebsiteでの公表物一覧に含まれている。本基準書の目的
は，国際的商業銀行の監査において監査人に実務上の支援を提供すること
である。
　IFACの IAPCは，一般に認められた監査実務及び関連する業務並びに
監査人の報告書の形式及び内容に関する基準（ISAs，「国際監査基準書」と訳
される。）を公表している。これらの基準は，世界中の監査実務及び関連す
る業務の統一性の程度を向上させることを意図している。本基準書の目的
は，国際的商業銀行の監査の観点から，これらの基準を拡張し解釈するこ
とによって，監査人に対する追加的なガイダンスを提供することである
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（1.1）。しかし，国際監査基準の問題解決のための権威はない（Press 
release）8）。
　①　銀行監査の特別な領域
　以下の理由により，銀行監査には特別な監査領域が生じる（1.5）。
・銀行が行う取引に伴うビジネス・リスクの特別な性質
・銀行業務の運営の規模及びその結果として短期間内に生じ得る，相当
なリスク
・取引を処理するためのコンピュータ化されたシステムへの広範囲な依
存
・銀行が経営されている様々な国の規制の影響
・会計実務及び監査実務の現在の発達とは合わない，新商品や金融実務
　②　監 査 計 画
　全般的な監査計画の策定において，監査人が特別な注意を払う必要があ
る事項には，「監督当局の業務」が含まれる（4.13）。監査人と銀行監督当
8）　権威がない点では，本基準書を改訂するために同じく国際監査実務委員会
によって2001年12月に公表された『銀行の財務諸表の監査』（IAPS［2001］）
も同じである。国際監査実務委員会銀行小委員会は，バーゼル銀行監督委員
会のオブザーバーを含んでいるものの，「本基準書は，いかなる新しい基本
的原則も不可欠な手続も規定していない。その目的は，銀行の財務諸表監査
に ISAの適用に関する指針を提供することによって，監査人の手助けとな
り，優れた実務を開発することである。監査人は，ISAの要求事項及び銀行
の特定の状況に照らして，本基準書に記述されている監査手続のいずれかが
適切である程度を決定するために職業専門的判断を行使する。」とされる。
2011年９月，国際監査保証基準審議会は，本 IAPS含む６つの IAPSについ
て，バーゼル銀行監督委員会からプロジェクト提案を受けているものの，十
分にアップデートされていないため，廃止を決定した。廃止されたものに
は，IAPS1004『銀行監督当局と銀行の監査人との関係』も含まれる（関口
智和［2011］，p. 29及び http://www.ifac.org/auditing-assurance/projects/status-
and-authority-international-auditing-practice-statements-0）。
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局によって実施される多くの共通の性質を持った業務があることから，監
査人は，監督当局と情報をやり取りし，監督当局がその業務の結果に基づ
いて銀行の経営者に宛てた伝達物にアクセスすることが有益であることが
示唆されている。具体的には，不良貸出金及び問題貸出金の引当金の十分
性及び監督当局によって用いられる自己資本比率のような，重要な領域に
おける監督当局による評価は，監査人にとって役立つ可能性がある（4.26）。
　銀行監査人と監督当局との関係に関する情報及び指針に関して，『銀行
監督当局と外部監査人との関係』（IAPC［1989］）が言及されている。
　③　内部統制への依拠の程度
　特定の統制手続の評価において，監査人は，内部統制が運用される環境
を検討しなければならないが，検討されることがある要素の例として，
「監督当局による検査の程度」が挙げられている（5.15）。
⑶　銀行業組織体の内部統制システムの枠組み
　1998年９月に公表された『銀行業組織体の内部統制システムの枠組み』
（BCBS［1998］）は，バーゼル委員会が，銀行及び連結銀行業組織体のオ
ン・バランスシート及びオフ・バランスシート活動に係る内部統制を評価
する際に監督当局が利用することを奨励する枠組みを提示している（para. 
5）。
　①　内部統制の役割
　「枠組み」は，内部統制を以下のようにとらえている。
・有効な内部統制のシステムは，銀行経営の不可欠の要素であり，かつ
安全かつ健全な銀行業組織体の基礎である。
・金融システム全体の安定性の促進にとって不可欠である（paras. 1, 4）。
　さらに，銀行組織体の損失に関連した問題の分析は，銀行が有効な内部
統制システムを維持していたならば，それらの損失はおそらく回避されて
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いただろうということを示している（para. 2）。
　②　外部監査人の役割及び責任
　外部監査人は，銀行業組織体の一部ではないため内部統制システムの一
部ではないが，内部統制の有効性に関して重要なフィードバックを提供す
ると期待される（para. 56）。ただし，外部監査の主たる目的は，銀行の年
次財務諸表に対して意見を表明することが前提であるとしている（para. 
57）。
　トレッドウェイ委員会支援組織委員会『内部統制：統合的枠組み』
（COSO［1992］，COSO報告書）が公表されたのは1992年であるが，本「枠
組み」を見る限り COSO報告書の枠組みは反映されていない。
⑷　銀行の内部監査並びに監督当局と監査人との関係
　2001年８月に公表された『銀行の内部監査並びに監督当局と監査人との
関係』（BCBS［2001］）では，20の原則が，（a）内部監査の目的及び職務，
（b）内部監査の原則，（c）内部監査の職能，（d）監督当局と内部監査部門
及び外部監査人との関係，（e）監査委員会，並びに（f）内部監査のアウト
ソーシングの６つのカテゴリー別に示されている。以下では，カテゴリー
（d）のサブカテゴリーで示された原則を取り上げる。
　①　内部監査人と外部監査人との関係
　原則６は，「監督当局は，内部監査人と外部監査人との協力をできる限
り効果的かつ効率的にするために，両者の協議を奨励すべきである。」と
規定している。
　ISAと同様，内部監査は外部監査の手続の種類，時期及び範囲を決定す
る際に有益であるということは認められている。しかし，外部監査人は財
務諸表に対する監査意見に対して唯一の責任を負うこと，及び監査人は内
部監査人からその業務に影響する事項を知らされるべきであることが述べ
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られているものの，外部監査人から内部監査に影響する重要な事項を内部
監査人に通知する義務は述べられていない。
　②　監督当局と外部監査人との関係
　原則17は，「銀行監督当局のために外部監査人によって実施される業務
は，法律又は契約に基づかなければならない。監督当局から外部監査人に
委嘱されるいかなる業務も，通常の監査業務を補完するものでなければな
らず，またその技能の範囲内でなければならない。」と規定している。
　⒜　共通の関心事
　監督当局と外部監査人は補完的な関心事を持っている。すなわち，銀行
の安定性に関する監督当局の考えは，「継続企業」に関する監査人の考え
にとって補完的であり，安全かつ慎重な経営のための基礎として内部統制
の健全なシステムは適切な財務諸表を作成するための内部統制の健全なシ
ステムにとって補完的である。さらに，監督当局と外部監査人はともに，
適切な会計システムの存在に関心を持つとされる（para. 67）。
　⒝　外部監査人に有益な事項
　監督当局の業務と外部監査人の作業が互いに有益である多くの領域があ
る。外部監査人は，監督当局から発せられた情報から役立つ洞察を得るこ
とができる（para. 69）。
　⒞　外部監査人からの通知
　外部監査人が監督当局に関連するかもしれない，又はその代わりに緊急
措置が必要となるかもしれない重要な情報に気づくその他の状況もある。
例として「銀行業ライセンスのための要求事項の一つを満たすことができ
ないとの情報」が挙げられている（para. 70）
　⒟　監督当局からの通知
　監督当局は，外部監査人による理解に役立つ，又は監査業務又はその他
の報告責任に重大な影響を及ぼし得る外部監査人にとって利益となる情報
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を持っている場合には，開示することを可能にする法的な情報の出入口が
存在することが重要である（para. 75）。しかし，例えば，英国銀行監督当
局は否定的である（FSA・FRC［2010］）。
⑸　銀行監督当局と銀行の外部監査人との関係
　2002年１月に公表された『銀行監督当局と銀行の外部監査人との関係』
（BCBS［2002］）が IFAC・IAPCと共同して作成されたものであることは，
BCBS［1989］と同じである。したがって，その目的である，「銀行の監
査人と監督当局の関係が相互の利益にとっていかに強化できるかに関する
情報とガイダンスを提供すること」も，BCBS［1989］と同じである。構
成についても大きな変更はない。
　しかし，本文書は『実効的な銀行監督のためのコアとなる諸原則』
（BCBS［1997］）を考慮して作成されている。以下では，改訂により新たに
加わった事項に焦点を当てる。
　①　銀行監督当局の役割
　慎重な（prudential）監督の重要な目的は，金融システムの安定性と信認
を維持し，それによって預金者や他の債権者にとってのリスクを抑えるこ
ととされ，BCBS［1989］と変わらないが，「本ステートメントにおける
焦点は，銀行監督当局の役割の慎重な側面に当てられる」として，プルー
デンスの観点が強調されている（para. 28）
　「慎重な監督の一つのよりどころは，適正資本量である。ほとんどの国
では，新しい銀行の設立に関して最低資本の要求事項があり，適正資本量
のテストは継続的な監督の正規の要素である。」とし，2001年１月にバー
ゼル委員会によって公表された一括諮問「新バーゼル合意」における３つ
の柱に言及している（para. 33）
　実効的な監督は，監督される銀行についての情報の収集と分析を必要と
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する。例えば，監督当局は，銀行からの慎重な報告書及び統計的な報告書
を検査し，分析する（para. 40）。監督当局は，オンサイト検査又は外部監
査人の利用を通じて彼らが知る情報を確証するための方法を持っていなけ
ればならない（para. 41）。ここでは，銀行が公表する財務諸表の監査では
なく，監督当局が外部監査人を利用する場合を念頭に置いていると考えら
れる。その観点から，外部監査人の要件として，（a）適切なライセンスを
持ち，評判がよく，（b）適切な職業専門家としての経験と適格性を持って
おり，（c）品質保証プログラムに従っており，（d）監査される銀行に対し
て事実としても概観上も独立性があり，（e）客観的で公平であり，（f）他
の適用される倫理に関する要求事項を遵守していることが挙げられている
（para. 43）。倫理については，IFACによって公表された『会計士の倫理規
定』に言及している。
　監督当局の関心が高い基準の銀行監査を確実にすることに明確な関心を
持っていることはもちろんであるが，「監督当局の重要な関心は，特に監
査人が銀行に対してあるタイプの非監査業務をも提供する場合の，銀行監
査を実施する外部監査人の独立性である。」として（para. 43），非監査業務
の提供に言及しているのは注目される。
　②　そ　の　他
　銀行監督当局と外部監査人との関係に関して，銀行監督当局と外部監査
人の補完的な関心事である財務諸表作成の基礎をなす銀行の継続企業の前
提については，ISA570『継続企業』への言及の他変更はなく，外部監査
人の役割，銀行監督当局と会計プロフェッションとの継続的対話の必要性
についても，内容に変更はない。
⑹　外部監査の質及び銀行監督
　2008年12月に公表された『外部監査の質及び銀行監督』（BCBS［2008］）
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の背景は，「近年，銀行監督当局による監査済情報への依拠及び主要な外
部監査事務所の性質に変化があった。監査の失敗のリスク，主要監査事務
所の世界的拡大，会計基準と金融商品の両方の複雑さの増加，及び近年の
金融危機によって増幅された公正価値の見積りプロセスに伴う難題につい
ての懸念によって，銀行当局が監査の質について確信を持つ必要性が強ま
った」ことである（Press release）。
①　銀行経営者及び監督当局の外部監査人の技能及び判断への依拠の高
まり
　本文書は，「原則主義の会計基準の導入及び細則主義の会計基準のさら
なる複雑さは，監査人の専門的技能及び判断への依拠を増幅させ，経営者
の判断の監査人による評価を増大させた。金融商品及び金融取引はますま
す複雑になっているため，監査人にとって難題を課している。銀行会計に
特有の監査の質は，会計基準の質及び複雑さに影響を受けている。」と述
べ，経営者及び監査人の相当な判断を必要とし，かつ銀行監督当局にとっ
て特に重要な領域として，（a）貸倒引当金設定及びその他の減損の認識，
（b）オフバランス特別目的事業体の連結及びそれへのその他の関与，（c）
公正価値及び関連する不正確さ（例えば，流動性がないか又は複雑な金融商
品），（d）開示（例えば，評価方法及びリスク・エクスポージャー）を挙げてい
る。
　監査及び倫理基準に関しては，「広範囲の被監査会社のために書かれた
ものであり，必ずしも銀行に特有な要求事項を含んでいないため，監査人
の専門的技能への依存を高めるとともに，監査基準設定プロセスへの委員
会の提案が重要である。」と結論している。
②　特に深刻な市場のストレス時における，市場の信頼を高める高品質
の監査
　本文書は，「市場の混乱は流動性がない又は（及び）複雑な金融商品に
バーゼル銀行監督委員会と銀行会計・監査（児嶋）　569
ついて評価という難題を明らかにした。」と述べ，銀行の透明性のある財
務報告及び金融システム全体としての透明性のある財務報告が欠如してい
るとみられていることが現在の市場の危機の主たる要因であり，監査につ
いての期待ギャップを拡大する潜在的可能性に言及している。
　オフ・バランスシート特別目的事業体については，（a）銀行の行動は，
連結会計に関する現行のガイダンスについての疑問を提起したこと，（b）
銀行による貸借対照表上の変更は，連結に関する監査プロセスに対する市
場の信頼を弱めるかもしれないことを指摘している。具体的には，「銀行
が逼迫した市場の状況に対応して特別目的事業体を連結した場合には，市
場参加者は，監査人は，当初の認識の中止又は非連結を不適切に支持した
と思うかもしれず，潜在的に市場の信頼を弱めるかもしれない。」と述べ
ている。
③　世界の金融資産のほとんどは監査されており，監督当局は，監督上
のプロセスを補完するため，高品質の銀行監査へますます依拠してい
る
　ここでは，（a）監査人は，監督上の懸念の問題に早期警報を出すことが
可能であること，（b）監査済み財務情報は，リスクに焦点を合わせた監督
プロセスで用いられる情報源の１つであり，銀行監督の高まる効率性に寄
与していることが述べられている。
④　主要な外部監査事務所のグローバライズしてきた結果，その構造は
複雑であり，かつ実務所内のガバナンスに関する透明性は欠如してい
る
　ここでは，以下の２点が指摘されている。
⒜　グローバル・ネットワーク事務所のコーポレート・ガバナンス及び
それらの世界規模での財政状態について十分な公開情報を提供してい
ないため透明性が不足している。
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⒝　会計基準の首尾一貫した解釈は，国内の会計の伝統又は世界的事務
所内でのコミュニケーションの弱さに影響されることがあるため困難
である。監査及び倫理基準の首尾一貫した解釈は，事務所がグローバ
ル・ベースで経営されていない場合には困難になる。
⑺　銀行の内部監査機能
　2012年６月に公表された『銀行の内部監査機能』（BCBS［2012a］）で示
されている監督上の指針は，銀行の監督上の問題に対処し，銀行内の健全
な実務を奨励する指針を通じて監督を強化するための委員会の継続的な作
業の一環である。それは，『銀行の内部監査及び監督当局と監査人との関
係』（BCBS［2001］）を置き換えるものであり，監督実務及び銀行の経営に
おける発展を考慮に入れ，最近の金融危機から得られた教訓を組み込んで
いる。
　本文書は，銀行に，十分な権限，地位，独立性及び取締役会へのアクセ
スを伴う内部監査の機能を持つことを要求する BCBSの「コーポレート・
ガバナンスの強化についての原則」に基づき，20の原則から構成される。
それらの20の原則は，３つのセクション，すなわち，（a）内部監査の機能
に関連する監督当局の期待，（b）監督当局と内部監査機能との関係，（c）
内部監査機能の監督当局による評価に編成されている。
　しかし，BCBS［2001］と異なり，外部監査については内部監査との関
係に言及されているのみであり，監督当局との関係は取り扱われていな
い。
⑻　銀行の外部監査
　2013年３月に公表された『協議文書：銀行の外部監査』（BCBS［2013a］）
の背景は，「近年の金融危機は，銀行のリスク管理，内部統制及びガバナ
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ンス・プロセスの弱点を明らかにしただけでなく，銀行の外部監査の質を
改善する必要性を浮き彫りにした」ことである。本文書は，BCBS［2002］
及び BCBS［2008］を強化し置き換えるものであり（para. 1），2012年版
『実効的な銀行監督のためのコアとなる原則』（BCBS［2012b］）の，財務報
告及び外部監査人に関連するプルーデンス規制当局及び銀行にとっての要
求事項に焦点を当てたコア原則27と整合性を持っている（para. 8）。
　本文書は16の原則を示している。注目すべき点としては，原則３におい
て外部監査人に職業的懐疑心の発揮を要求し，原則４では上場事業体の監
査に適用される品質管理は厳格さを要求していることである。
　原則12及び原則13は，それぞれ監督当局と外部監査人とのコミュニケー
ション及び外部監査人による監督当局の職能に重要な監督上の事項の報告
義務を規定している。これらは，BCBSの従来からの姿勢と何ら変わるも
のではない。しかし，金融危機を受けて，原則14は，「率直，重要なリス
ク及びシステミックな問題に関して監督当局，監査事務所及び会計プロフ
ェッション全体の間の適時かつ定期的なコミュニケーション並びに適切な
会計の技法及び監査の問題に関する継続的な見解の交換がなければならな
い。」と述べている。
　また，やはり金融危機を受けて設けられたと考えられる原則15は，銀行
監督当局と関連する監査監視機関との定期的かつ実効的な対話の必要性を
述べている。これは，「銀行監督当局と適切な監査監督機関は，質の高い
独立監査を確実にする上で強い相互の利益を共有する。国レベルでの銀行
監督当局と監査監督機関との定期的かつ実効的な対話は，銀行監査の実施
に関連する重要な問題を識別しそれに対処するのに役立つ」ことが理由で
ある（para. 20）。
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６．むすびに代えて
　これまで，BCBSが公表した文書について，『実効的な銀行監督のため
のコアとなる諸原則』，銀行会計及び2010年以降の会計基準設定主体に対
するコメント等，銀行監査の順に考察してきた。
　「諸原則」の1997年版では，監督当局が銀行による貸倒引当金及び準備
金の十分性の評価に重点を置くことが求められた。この原則は2006年版に
引き継がれたが，2012年版では，金融危機を受けて，国際財務報告基準へ
の準拠を前提として引当金が不十分な場合には増額させる権限を持つとさ
れた。監査に関して，1997年版では財務諸表の監査を要求し，かつ監督当
局にとって重要な事項に関する監査人の報告義務を定めた。2006年版に至
り，銀行が監査を受け実質的に適正意見を得ることを強制する権限を監督
当局が持つものと規定し，外部監査人との定期的会合，外部監査人の報告
義務，及び外部監査人のローテーションを要求した。2012年版は，2006年
版の規定を引き継ぎ，外部監査人との定期的会合，外部監査人の報告義
務，及び外部監査人のローテーションを要求する規準の位置づけを強化す
る一方で，財務諸表監査が ISAに準拠して実施されたものであることが
明確にされた。
　貸出金の減損に関する文書においては「諸原則」と同様，貸倒引当金の
十分性が重視されてきた。しかし，ISA39が示す「発生損失アプローチ」
を事実上追認する一方で，2000年の『G7・中央銀行総裁への報告』では，
自己資本比率の計算において財務諸表に加えられる調整は限定されること
が望ましいとの見解を明らかにした。2006年の文書においても貸倒引当金
の十分性は引き継がれているが，IAS39で用いられている「観察可能なデ
ータ」の裏付けの必要性が述べられている。2006年の文書ではまた，
IAS39とバーゼルⅡとの共通点及び相違点が明らかにされたが，現行の会
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計基準を尊重することが確認された。2009年に至り，金融危機を受けて
IAS39の「発生損失モデル」に変わる貸倒損失の早期認識を可能にする
「予想損失モデル」が提案された。
　会計基準設定主体に対するコメントについては，IAS39の改訂では十分
な引当金の計上を可能にするよう一貫して要請している。その一方で，
IASBと FASBに対して会計基準のコンバージェンスを働きかけている。
いずれについても本稿執筆時点では先行きは不明である。
　銀行監査に関する基準書は現在効力を失い，外部監査人に対して ISA
に準拠した監査に加え，銀行特有のリスクへの対処を要求するようになっ
ている。これは，たとえ BCBSが国際監査基準審議会（International Audi-
ting and Assurance Board）9）と協働作業であっても銀行監査基準を設定する
意義はないと判断しているものと考えられる。監督当局と外部監査人との
関係に関する文書では，それぞれの役割の明確化と具体的な相互関係，そ
して両者の継続的対話の必要性に重点が置かれてきた。金融危機後では，
監督当局の外部監査人の技能及び判断への依拠が高まることが示され，市
場のストレス時における市場の信頼を高める高品質な監査を要求してい
る。また，グローバルな監査事務所に固有の欠陥にも焦点が当たってい
る。
　以上，主として貸出金の評価及び減損に関する会計及び監督当局と外部
監査人との関係を概観したが，前者については会計基準設定主体である
IASBと FASBの今後の審議に係っており，後者についてはグローバルに
展開する大規模事務所のガバナンス次第である。
9）　2002年に IAPCから改組された。
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